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第４章 計画の推進に向けて

第１節 計画の推進体制 

 

１ 市民福祉推進委員会による進捗状況の管理 

基本的、総合的な福祉施策を推進するための計画の策定や改定、市民福祉に係る重要事

項に関する調査、審議・具申する市長の附属機関である狛江市福祉基本条例第32条第１

項による市民福祉推進委員会において、同条第32条第２項第４号の規定により、計画全

体の進捗を確認・評価し、必要に応じて計画内容の見直しを行います。 

また、計画の進捗状況については、広報こまえ及び市公式ホームページを活用して市民

に周知します。 

 

２ 庁内及び関係機関との事業や施策の調整 

地域福祉は、市民の地域生活課題に直結することでもあるため、庁内の福祉関係部署だ

けでなく、幅広い部署が関係することになります。また、似たような事業をそれぞれの所

管課が実施するよりも、地域福祉の視点で調整を行い、より効果的な事業展開を行ってい

くことが地域福祉を推進する上で重要となっています。 

これらを踏まえ、地域福祉の推進を全庁的な取組みとするとともに、関係機関との連携

による充実したものとするため、進捗管理時に必要があればヒアリングを行うとともに、

課題を共有し、課題解決を図ります。 
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第２節 計画の評価方法 
 

１ 評価の手順 

本計画を具体的な事業として実現するとともに、目標数値を確実に達成するためには、計

画期間中、PDCA サイクルにより進行管理を行い、その結果を市民に対して公開することに

より、より高い推進力を確保していくことが必要となります。 

そこで、本計画においては、以下のサイクル（図２-35）とスケジュール（図２-36）に

従って毎年度、計画の進行管理を実施します。 

 

図２-35 ＰＤＣＡサイクルによる進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-36 評価（Check）から改善（Act）へのスケジュール 
 

①自己評価 

（３～４月） 

 ②進捗状況の 

確定と課題整理 

（５～７月） 

 ③評価の検討 

及び公表 

（８～９月） 

 ④予算要求 

への反映 

（９～11月） 

各年度末におい
て、施策の担当課
が評価ワークシート
に基づき進捗状況
を自己評価します。 

 評価シートをもと
に、市民福祉推進
委員会において、
進捗状況の確定と
次年度の課題を整
理します。 

 市民福祉推進委員
会による施策評価
の検討を踏まえ、
市公式ホームペー
ジ等の媒体を通じ
て市民に公表しま
す。 

 評価結果に基づ

き必要な場合

は、次年度予算

要求に反映させ

ます。 
 

 

・ 担当課は、施策について自己評価を行い、市民福祉推

進委員会に報告するとともに、当該施策に係る事業の実

施結果、課題及び改善点も合わせて報告する。委員会

は、報告に基づき意見を具申する。 

・ 結果は市公式ホームページ等で公表する。 

 

・ 具体的な事業の内容等を定める 

（改善・見直しの内容を予算に反映する）。 

 

・ 評価結果を踏まえ、必要があると認める

ときは、計画や事業の改善・見直し等を

実施する。 

 

 

・ 計画に従い具体的な事業を実施する。 

 

計画（Plan） 

実行（Do） 

評価（Check） 

改善（Act） 
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２ 評価の基準 
地域福祉計画の施策については、毎年度計画が実施されているか、施策ごとに以下のＡ～

Ｄで評価します。（表２-13） 

 

表２-13 進捗評価の方法・基準 

評価基準 評価指標 

Ａ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の70％以上を達成できた 

（進捗している） 

Ｂ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の40％以上70％未満を達成できた 

（現状維持） 

Ｃ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の20％以上40％未満を達成できた 

（あまり進捗していない） 

Ｄ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の20％未満を達成できた 

（全く進捗していない） 

 

具体的な施策の評価方法は次のとおりです。 

【例①】施策１に係る４つの事業の令和３（2021）年度の年次目標の達成状況が次のとおりであった場合 

 令和３年度の年次目標の達成状況 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

施策１ 事業 a 達成 達成 - 

事業ｂ 未達成 - - 

事業ｃ 未達成 - - 

事業ｄ 達成 - - 

この場合、事業 a については、令和４（2022）年度まで年次目標までの前倒しで達成していますが、こ

の点は評価に入れません。事業ａから事業ｄまでの令和３（2021）年度の達成率は２/４で 50％となり

ますので、評価はＢとなります。 

 

【例②】その後、施策１に係る４つの事業の令和４（2022）年度の年次目標の達成状況が次のとおりであ

った場合 

 令和３年度の年次目標の達成状況 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

施策１ 事業 a 達成 達成 - 

事業ｂ 未達成 達成 - 

事業ｃ 未達成 未達成 - 

事業ｄ 達成 達成 - 

この場合、令和４（2022）年度までの年次目標を評価しますので、令和３（2021）年度の年次目標の

達成状況も含め評価します。 
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ただし、事業ｂ及び事業ｄの年次目標が単年度の年次目標であり、次年度に繰り延べて実施できない年次

目標の場合には、令和３（2021）年度の年次目標の達成状況は評価から外します。 

その結果、事業ａから事業ｄまでの令和４（2022）年度までの達成率は４/６で 66.6％となりますの

で、評価はＢとなります。 

 

【例③】その後、施策１に係る４つの事業の令和５（2022）年度の年次目標の達成状況が次のとおりであ

った場合 

 令和３年度の年次目標の達成状況 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

施策１ 事業 a 達成 達成 達成 

事業ｂ 未達成 達成 達成 

事業ｃ 達成 達成 達成 

事業ｄ 達成 達成 未達成 

この場合、令和４（2022）年度までの年次目標を評価しますので、令和３（2021）年度及び令和４

（2022）年度の年次目標の達成状況も含め評価します。 

ただし、事業ｂ及びｄの評価については、例②の場合と同様です。なお、事業ｃについては令和５

（2023）年度に令和３（2021）年度及び令和４（2022）年度の年次目標も達成できましたので、その

点も評価に加えます。 

その結果、事業ａから事業ｄまでの令和５（2023）年度までの達成率は７/８で 87.5％となりますの

で、評価はＡとなります。 

 

 

 

 

 

 

 



                                               

 

 

 

 

 

 




